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第 2 章 高層気象台の組織・機構等の沿革 

１．組織・機構の沿革 

(1) 高層気象台の位置付けと所掌事務の変遷 

高層気象台は，気象台官制(大正 9(1920)年 8 月 25 日公

布の勅令第 294 号)により，文部大臣の管理に属する三つ

の気象台の一つとして，中央気象台，海洋気象台と並立

する形で設置された．所掌事務は「高層気象の観測及び

調査に関すること」であった． 

昭和 14(1939)年 10 月 31 日には，気象台官制を改めた

気象官署官制(勅令第 740 号)により実施された気象事業

の一元化により高層気象台は中央気象台の指導下に入り，

所掌事務は，「(i)航空気象の基礎的研究，(ii)高層気象の

観測，調査，報告及研究，(iii)超高層気象の観測，調査，

報告及び研究」，と定められた．昭和 18(1943)年 11 月 1
日には中央気象台は文部大臣の管理から運輸通信大臣の

管理に，昭和 20(1945)年 5 月 19 日には運輸大臣の管理

に移った． 

昭和 24(1949)年 6 月 1 日の中央気象台組織令(政令第

167 号)において，高層気象台は中央気象台の附属機関と

位置付けられ，その所掌事務は，「高層気象に関し特殊な

観測，調査及び研究を行う機関」，と中央気象台組織規程

により定められた． 

昭和 31(1956)年 7 月 1 日に運輸省設置法が改正され中

央気象台は気象庁となった．同法において気象庁の附属

機関である高層気象台の所掌事務は，「高層気象に関する

精密な観測及び調査並びに高層気象に関する気象測器の

試験及び改良を行う機関とする」，と定められた．この所

掌事務に関して気象庁総務部企画課長の古谷(1956)は，

「高層気象台，地震観測所等の附属機関から研究の規定

を削除して研究は気象研究所一本に統一し，高層気象台，

地震観測所等は気象研究所で研究されたものを実地に行

って試験改良を行う機関であることを明らかにした．高

層気象台，地震観測所が現業官署と異なる点は，現業化

を行うまでの前段階的機関として現業より一層精密な観

測を行う機関である性格を明らかにし，附属機関全般を

通じ，その性格をより一層明確にした．」と述べている．

以後，現在に至るまで所掌事務は変わっていない． 

昭和 59(1984)年 7 月 1 日には，国家行政組織法の改正

に伴い，高層気象台は運輸省組織令による気象庁の施設

等機関として位置付けられた．さらに，省庁再編に伴い，

平成 13(2001)年 1 月 6 日からは国土交通省組織令により，

気象庁の施設等機関として位置付けられている． 
 

(2) 内部組織の変遷 
表 2.1.1 に高層気象台の内部組織・機構の変遷を示す． 

大正 9(1920)年の創立当初は，高層気象台事務分課規程

により，技術に関する事務を所掌する第一部と庶務・会

計等の事務を所掌する第二部を置いた．また，高層気象

台事務分掌規程により，第一部には，地上観測係，気球

係，凧係，測雲係(雲の写真測量を担当)，機関係，器械係

の 6 係を置き，第二部には，庶務係，会計係，図書係，

講習部係(技手と雇員に必要な学科と実技の講習を担当)，
研究会係(週 1 回の気象学に関する研究会を担当)，臨時

測量係(構内測量を担当)，来観者係(来観者の案内を担当)

の 7 係を置いた．また優良な技術員を養成する目的で台

内に講習部を設けた．大正 12(1923)年には第二部の講習

部係と臨時測量係を廃止，大正 13(1924)年には第一部の

測雲係を廃止し新たに調査係を置き，第二部の来観者係

を廃止した．昭和 12(1937)年 10 月 28 日には，主として

探測気球による高層観測を行うために，文部省告示第

349 号により埼玉県児玉郡本庄町上北原に本庄出張所を

置き，第一部，第二部，本庄出張所の体制となった．昭

和 13(1938)年 4 月には第一部の調査係を廃止している． 
1940 年代，第二次世界大戦に伴う気象事業の拡充，戦

後の旧陸海軍要員の受け入れがなされている．昭和

20(1945)年 4 月には，第一部を接地気象課と高層気象課

に分け，第二部を総務課とした．総務課には庶務係と会

計係を，接地気象課には下層係，測候係，資料係を，高

層気象課には探測係，測風係，測器係を置いた．昭和

22(1947)年 9 月には高層気象台事務分課規程(昭和 22 年

9 月 11 日付中央気象台達第 35 号)により，総務課，下層

課(旧設置気象課)，高層課(旧高層気象課)，器械課(新設)

を設けた．総務課には新たに厚生係を置き，下層課には

下層係，測候係，図書係を，高層課には観測係，調査係，

研究係，超高層係(成層圏以上の大気を担当)を，器械課に

は測器係，電気係を置いた．昭和 23(1948)年 10 月(昭和

23 年 10 月 7 日付中央気象台達第 41 号)には，下層課と

高層課を統合・分割して観測課と調査課とした．観測課

には業務係，探測係，測風係，測候係を，調査課には調

査係，統計係，資料係，超高層係を置いた． 

大幅な行政整理が行われた昭和 24(1949)年には，中央

気象台附属機関分掌規程(昭和 24 年 12 月 27 日付中央気

象台達第 30 号)により，庶務課，第一観測課，第二観測

課の 3 課制となり，庶務課には庶務係，会計係を，第一

観測課には探測係，測風係，調査係を，第二観測課には

超高層係，工務係を置いた．人員の大幅な縮減を受け，

第二観測課は超高層の研究に重点化し，太陽の分光強度

の測定による超高層，大気輻射，日射の観測，調査及び

研究を所掌すると明示された．なお，昭和 21(1946)年 6
月には，中央気象台達第 26 号により軍の財産を譲り受
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けて鉾田臨時出張所を作り微気圧変化の研究を行ったが，

昭和 24(1949)年には廃止した． 
昭和 31(1956)年 7 月 1 日に中央気象台が気象庁に昇格

したときに，気象庁組織規則(昭和 31 年 6 月 30 日付運輸

省令第 36 号)で庶務課が総務課となった．また，工務係

が第二観測課から総務課に移り，第二観測課は超高層の

みを所掌することとなった．昭和 32(1957)年 9 月には，

気象庁組織規則(昭和 32 年 8 月 26 日付運輸省令第 32 号)

により，廃止された本庄出張所で行っていた下層の業務

と高層気象台の地上気象観測を合わせ，これを観測第一

課とし，従来の第一観測課，第二観測課をそれぞれ観測

第二課，観測第三課とした．また，観測第一課に主任を，

観測第二課に調査官，上層観測係，技術係，調査係を，

観測第三課に研究官を置いた． 

昭和 32(1957)年から平成 29(2017)年までの 60 年間は，

総務課，観測第一課，観測第二課，観測第三課という 4
課体制に変更はなかったが，気象庁組織細則に定める課

内の体制の変更は行われた．昭和 38(1963)年 5 月には，

観測第一課に下層観測係を，観測第二課に調査官，第一

上層係，第二上層係，技術係，測器技術係，調査係を置

いた．昭和 45(1970)年 4 月には観測第三課に主任研究官

を置いた．昭和 46(1971)年 4 月には，観測第二課の調査

官，第一上層係，第二上層係を廃止し，主任技術専門官，

技術専門官，現業班を設置した．昭和 51(1976)年 4 月に

は総務課の工務係を廃止し施設係を設置した．昭和

54(1979)年 4 月には，観測第一課の下層観測係を廃止し，

技術専門官と現業班を設置，観測第二課の技術係を廃止

した．平成 20(2008)年 4 月には総務課の会計係，施設係

を廃止し，業務係を設置した． 

平成 29(2017)年 4 月には，気象庁組織規則(平成 29 年

3 月 31 日付国土交通省令第 30 号)により，観測第一課と

観測第二課を統合して観測第一課とし，観測第三課を観

測第二課と名称変更し，総務課，観測第一課，観測第二

課の 3 課体制とした．総務課には総務係と業務係を，観

測第一課には，主任技術専門官，技術専門官，現業班，

測器技術係と調査係を，観測第二課には主任研究官と研

究官を置き，現在に至っている．令和 2(2020)年現在の各

課の所掌，各係の分掌事務は第 2.2 節に示すとおりであ

る． 
 

(3) 中央気象台，気象庁の組織の変遷 

 本項では，高層気象台の観測業務に深く関わる中央気

象台と気象庁の組織の変遷について簡単に述べる． 
本節第 1 項で述べたとおり高層気象台が中央気象台の

指揮下に入ったのは昭和 14(1939)年 11 月 1 日である．翌

年の昭和 15(1940)年には中央気象台分課規程の改訂によ

り，高層気象に関することを所掌する航空気象課が設置

された．その後，昭和 19(1944)年に観測部に高層課が設

置され，整備係が高層気象台に関することを所掌した．

また，平成元(1989)年 5 月 29 日には高層課にオゾン層解

析室(省令)が設置された．この間，高層気象台は観測部高

層課と深く関係して，IGY への対応，高層観測の近代化，

オゾン・紫外線観測，ゾンデ国際比較などの業務を実施

した． 

平成 8(1996)年 7 月 1 日の観測部高層課廃止に伴い，

高層気象に関する業務は観測部観測課高層気象観測室と

観測技術課が引き継いだ．同時にオゾン層解析室は廃止

され，新たに設置された観測部環境気象課内にオゾン層

情報センター(訓令)が置かれた．平成 17(2005)年 7 月 1
日には，高層気象観測室が廃止され，観測課に高層運用

係と高層技術係が配置され，業務係が高層気象台に関す

ることを所掌することとなった．また，観測部環境気象

課が廃止される一方，地球環境・海洋部に環境気象管理

官が置かれ，観測部環境気象課にあったオゾン層情報セ

ンターと日射・放射を担当する輻射係はその下に置かれ

た． 

このように，平成 17(2005)年以後，高層気象台の観測

業務は，高層気象観測については観測部観測課と，オゾ

ン，日射・放射関係については地球環境・海洋部環境気

象管理官と関係して実施されてきた．令和 2(2020)年 10
月 1 日には気象庁本庁の組織再編が行われ，高層気象観

測については大気海洋部観測整備計画課，オゾン，日射・

放射関係については同部環境・海洋気象課と関係して実

施することとなった．なお，オゾン層情報センターは廃

止された． 
 

(4) 定員の変遷 

 図 2.1.1 に，昭和 32 年度以降の定員の変遷を示す．そ

れ以前については，「高層気象台創立 30 年の回顧と現況」

(高層気象台：1950)と「高層気象台 50 年誌」(高層気象

台：1978)を参照のこと． 
定員は，1960 年代は 45 名程度で推移したが，70 年代

に入り観測業務の効率化などにより漸次減り，80 年代当

初には 40 名程度となった．80 年代半ばには高層気象観

測資料自動処理装置の運用による効率化などから定員が

減り，90 年代当初には 35 名弱となった．2000 年代に入

り，各種観測の終了，GPS ゾンデの導入による観測業務

の効率化や管理業務の効率化で漸次減り，2010 年代初頭

には 25 名程度となった．2016 年には 3 課体制となった

ことや，その後の観測第二課の観測業務の効率化などで 
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  表 2.1.1 高層気象台の内部組織の変遷 

 

○1920(大正 9)年 8 月                ○1923(大正 12)年 1 月                  ○1924(大正 13)年 2 月 
台長┬第一部┬地上観測係           台長┬第一部┬地上観測係              台長┬第一部┬地上観測係 

│   ├気球係                   │   ├気球係                      │   ├気球係 
    │      ├凧係                     │      ├凧係                        │      ├凧係 
    │    ├測雲係                   │    ├測雲係                      │    ├機関係 
    │    ├機関係                   │    ├機関係                      │    ├器械係 

│   └器械係                   │   └器械係                      │   └調査係 
   └第二部┬庶務係                   └第二部┬庶務係                      └第二部┬庶務係 
     ├会計係                          ├会計係                              ├会計係 
     ├図書係                          ├図書係                              ├図書係 
     ├講習部係                         ├研究会係                            └研究会係 
     ├研究会係                         └来観者係 
     ├臨時測量係 
     └来観者係 
＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 

○1937(昭和 12)年 10 月                ○1938(昭和 13)年 10 月                ○1945(昭和 20)年 4 月 
台長┬第一部┬地上観測係             台長┬第一部┬地上観測係             台長┬接地気象課┬下層掛 

│   ├気球係                     │   ├気球係                     │       ├測候掛 
    │      ├凧係                       │      ├凧係                       │          └資料掛 
    │    ├機関係                     │    ├機関係                     ├高層気象課┬探測掛 
    │    ├器械係                     │    └器械係                     │        ├測風掛 

│   └調査係                     ├第二部┬庶務係                     │       └測器掛 
   ├第二部┬庶務係                     │      ├会計係                     ├総務課――┬庶務掛 

│      ├会計係           │    ├図書係                     │          └会計係 
│     ├図書係                    │      └研究会係                   └本庄出張所 
│      └研究会係                   └本庄出張所                          
└本庄出張所 

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 
○1946(昭和 21)年 6 月                 ○1947(昭和 22)年 9 月                ○1948(昭和 23)年 10 月 
台長┬接地気象課┬下層掛             台長┬総務課┬庶務掛                台長┬総務課┬庶務掛 

│       ├測候掛                 │   ├会計掛                    │   ├会計掛 
    │          └資料掛                 │      └厚生掛                    │      └厚生掛 
    ├高層気象課┬探測掛                 ├下層課┬下層掛                    ├観測課┬業務掛 
    │        ├測風掛                 │    ├測風掛                    │    ├探測掛 

│       └測器掛                 │      └図書掛                   │      ├測風掛 
   ├総務課――┬庶務掛                 ├高層課┬観測掛                    │      └測候掛 

│          └会計掛         │    ├調査掛                    ├調査課┬調査掛 
├本庄出張所                        │      ├研究掛                    │    ├統計掛 

    └鉾田臨時出張所                     │      └超高層掛                  │      ├資料掛 
                                         ├下層課┬測器掛                    │      └超高層掛 
                                         │      └電気掛                    ├器械課┬測器掛 
                                         ├本庄出張所                        │      └電気掛  
                                         └鉾田臨時出張所                    ├本庄出張所 
                                                                             └鉾田臨時出張所 



高層気象台彙報 特別号 高層気象台 100 年誌 2021 

- 18 - 
 

  表 2.1.1 (続き) 

 

○1949(昭和 24)年 12 月          ○1952(昭和 27)年 10 月            ○1954(昭和 29)年 12 月 
台長┬庶務課――┬庶務係       台長┬庶務課――┬庶務係         台長┬庶務課――┬庶務係 

│       └会計係           │       └会計係             │       └会計係 
    ├第一観測課┬探測係           ├第一観測課┬探測係             ├第一観測課┬探測係―主任 
    │        ├測風係           │└研究官 ├測風係             │└研究官 ├測風係 
    │        └調査係           │        └調査係             │        └調査係 

├第二観測課┬超高層係         ├第二観測課┬超高層係           ├第二観測課┬超高層係 
   │          └工務係           │ └研究官 └工務係             │ └研究官 └工務係 

└本庄出張所               └本庄出張所―主任               └本庄出張所―主任 
＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 
○1956(昭和 31)年 7 月             ○1957(昭和 32)年 9 月             ○1963(昭和 38)年 5 月 
台長┬総務課――┬庶務係         台長┬総務課――┬総務係         台長┬総務課――┬総務係 

│        ├会計係             │        ├会計係             │        ├会計係 
│       └工務係             │       └工務係             │       └工務係 

    ├第一観測課┬探測係―主任       ├観測第一課―主任               ├観測第一課―下層観測係 
    │└調査官  ├測風係             ├観測第二課┬上層観測係―主任   ├観測第二課┬第一上層観測係 
    │        └調査係             │└調査官  ├技術係―――主任   │ └調査官 ├第二上層観測係 

├第二観測課―超高層係           │     └調査係             │        ├技術係 
   │└調査官                       └観測第三課―研究官             │        ├測器技術係 

└本庄出張所―主任                                            │     └調査係 
                                                                  └観測第三課―研究官 

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 
○1970(昭和 45)年 4 月             ○1971(昭和 46)年 4 月              ○1976(昭和 51)年 4 月 
台長┬総務課――┬総務係         台長┬総務課―――――┬総務係    台長┬総務課―――――┬総務係 

│        ├会計係             │              ├会計係        │              ├会計係 
│       └工務係             │             └工務係        │             └施設係 

    ├観測第一課―下層観測係         ├観測第一課――――下層観測係    ├観測第一課――――下層観測係 
    ├観測第二課┬第一上層観測係     ├観測第二課―――┬現業班        ├観測第二課―――┬現業班 
    │ └調査官 ├第二上層観測係     │├主任技術専門官├技術係        │├主任技術専門官├技術係 

│        ├技術係            │└技術専門官    ├測器技術係    │└技術専門官    ├測器技術係 
   │        ├測器技術係         │                └調査係        │              └調査係 

│     └調査係          └観測第三課―――┬主任研究官    └観測第三課―――┬主任研究官 
 └観測第三課┬主任研究官                           └研究官                          └研究官 

                └研究官 
＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 
○1979(昭和 54)年 4 月             ○2008(平成 20)年 4 月              ○2017(平成 29)年 4 月 
台長┬総務課―――――┬総務係   台長┬総務課―――――┬総務係    台長┬総務課―――――┬総務係 

│              ├会計係       │             └業務係        │             └業務係 
│             └施設係       ├観測第一課――――現業班        ├観測第一課―――┬現業班 
├観測第一課――――現業班       │└技術専門官                    │├主任技術専門官├測器技術係 
│└技術専門官                   ├観測第二課―――┬現業班        │└技術専門官    └調査係 
├観測第二課―――┬現業班       │├主任技術専門官├測器技術係    └観測第二課―――┬主任研究官 
│├主任技術専門官├測器技術係   │└技術専門官    └調査係                          └研究官 
│└技術専門官    └調査係       └観測第三課―――┬主任研究官 
└観測第三課―――┬主任研究官                    └研究官 

                      └研究官 
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さらに定員が減り，令和 2(2020)年度は 20 名となった．

このように観測業務と管理業務の両面で業務を効率化し

続け，その結果，現在は 60 年前の半分以下の定員となっ

ている．このような状況の中，試験改良を行いつつ精密

な高層気象観測を続け，新たな業務を開始し，また，第

1 章で述べたとおり世界の代表的な高層気象観測所とし

て気候変動などの地球環境問題にも貢献を続けている． 
 

 
２．各課別業務の現況 

(1) 高層気象台の組織 

 本節では，各課別の業務の現況(令和 2 年度)を示す．

高層気象台の組織と各課業務は，気象庁組織規則(平成 13
年国土交通省令第 3 号)により定められている．その組織

は表 2.1.1 のとおりで，総務課，観測第一課，観測第二課

の 3 課体制である． 
 

(2) 各課の所掌事務 

気象庁組織規則で定められた各課の所掌事務は，以下

のとおりである． 
(総務課の所掌事務) 

第 71 条 総務課は次に掲げる事務をつかさどる 
1 職員の任免，給与，懲戒，服務その他人事に関する

こと 

2 台長の官印及び台印の保管に関すること 
3 公文書類の接受，発送，編集及び保存に関すること 
4 経費及び収入の予算，決算及び会計並びに会計の監

査に関すること 

5 国有財産及び物品の管理に関すること 
6 職員の衛生，医療その他福利厚生に関すること 
7 気象に関する証明及び鑑定に関すること 
8 前各号に掲げるもののほか，高層気象台の所掌事務

で他の所掌に属さないものに関すること 
(観測第一課の所掌事務) 

第 72 条 観測第一課は次に掲げる事務をつかさどる 
1 下層気象の精密な観測及び上層気象の標準観測並び

にこれらの成果の統計に関すること 

2 下層気象及び上層気象の精密な調査に関すること 
3 下層気象及び上層気象の観測技術に関すること 
4 下層気象及び上層気象に関する気象測器の試験及び

改良の実施に関すること 

5 高層気象に関連する地上気象の観測に関すること 
6 図書及び資料の刊行及び整理に関すること 

 (観測第二課の所掌事務) 
第 73 条 観測第二課は次に掲げる事務をつかさどる 

1 超高層気象の精密な観測及びその成果の統計に関す

ること 
2 超高層気象の精密な調査に関すること 
3 超高層気象の観測技術に関すること 

4 超高層気象の気象測器の試験及び改良の実施に関す

ること 
 

(3) 観測第一課と観測第二課の具体的な業務概要 

観測第一課及び観測第二課の具体的な業務概要は以下

のとおりである． 
 

(ア) 観測第一課 
(a) 地上気象観測 
(b) 気球による高層気象観測 

(i) 毎日 2 回(09 時，21 時)の GPS ゾンデ観測 
(ii) 週 1 回(15 時)のオゾンゾンデ観測 

(c) 高層気象観測データの品質管理 
(i) 全球気候観測システム基準高層観測網 (GRUAN)

認証サイト 
(d) 高層気象台彙報の発行 
(e) 南鳥島気象観測所への高層気象観測要員派遣(口絵

39，40) 
 

(イ) 観測第二課 
(a) ブリューワー分光光度計によるオゾン観測 

(i) 全量観測・反転観測 
(ii) 国内ブリューワー分光光度計の維持管理 
(iii) 全球大気監視(WMO/GAW)/世界オゾン・紫外線

資料センター(WOUDC)へのデータ提供サイト 
(iv) CREX(ChaRacter Exchange)による即時データ通

報サイト 
(b) B 領域紫外線観測 

(i) ブリューワー分光光度計による波長別観測 
(ii) 広帯域紫外域日射計による全量観測 
(iii) 全球大気監視(WMO/GAW)/世界オゾン・紫外線

資料センター(WOUDC)へのデータ提供サイト 

図 2.1.1 高層気象台の定員の推移(1957～2020 年) 
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(c) 日射・放射観測 
(i) 直達日射観測，散乱日射観測，全天日射観測，下

向き赤外放射観測 
(ii) 地面反射日射観測，上向き赤外放射観測 
(iii) 世界気候研究計画(WCRP)/全球エネルギー・水循

環 実 験 計 画 (GEWEX)/ 基 準 地 上 放 射 観 測 網

(BSRN) サイト 
(d) 試験・調査 

(i) ドブソン分光光度計によるオゾン観測 
(ii) サンフォトメータによるエーロゾル観測 
(iii) オゾン，紫外線，日射放射観測に係る試験・調査 

 

３．所在地，敷地及び施設の変遷 

(1) 所在地 

 高層気象台の所在地の変遷は表 2.3.1 のとおりである．

町村合併等により住所は変わっているが，位置はほぼ変

わらず，平成 15(2003)年の新測地系への移行後の緯度経

度は，北緯 36 度 3.4 分，東経 140 度 7.5 分である． 
 

表 2.3.1 所在地の変遷 

年月日 所在地 備考 

大正 9(1920)年 

8 月 25 日 

茨城県筑波郡小野川村

舘野番外 9 番地 

 

昭和 30(1955)年

3 月 30 日 

茨城県筑波郡谷田部町

舘野番外 9 番地 

町村合併によ

る 

昭和 53(1978)年

12 月 26 日 

茨城県筑波郡谷田部町

長峰 1 番 2 

土地区画整理

事業による 

昭和 62(1987)年

11 月 30 日 

茨城県つくば市長峰 1

番 2 

町村合併によ

る 

 

(2) 敷地 

 創立時の敷地は，大正 8(1919)年 4 月 24 日に農商務省

から所管替えになった国有林 523,661m2 に，その中に取

り込まれた，あるいは隣接した民有地を買収した 4,434m2

を加えた 528,095m2 であった．大正 13(1924)年 10 月に測

風気球観測室用地として赤塚に 991m2，同年 11 月に同じ

目的で大角豆(ささぎ)に 1,471m2 を買収した． 
その後，何度かの小さな出入りを経て，筑波研究学園

都市建設にあたり敷地は大きく変わった．昭和 53(1978)

年 12 月 25 日に土地区画整理法により高層気象台敷地

521,197m2 を一旦手放し，新たに換地として 364,826m2 を

取得した．そして，住宅都市整備公団(現 (独)都市再生

機構)からの借用地(192,563m2)を合わせて，その敷地内に

高層気象台，気象測器工場(現 気象測器検定試験センタ

ー)，気象研究所を配置することとした．これにより，高

層気象台の旧敷地のうち北東側を遊歩道及び工業技術院

(現  国立研究開発法人産業技術総合研究所 )用地として

提供し，ほぼそれに相応する面積を西と南に得ることに

なり，その形は複雑で細長い形から，すっきりとした四

角形に近いものとなった(高層気象台：1978)．その後，借

地の所管替を昭和 60(1985)年 3 月と昭和 61(1986)年に受

け，敷地面積は 533,212m2 となった．昭和 62(1987)年 5 月

には，敷地の南側 320,613m2 を気象研究所に所属替し，

高層気象台の敷地は北側の 212,598m2 となった．なお，

観測に使用しなくなった大角豆観測場は昭和 47(1972)年
9 月 13 日に建設省(現 国土交通省)に，赤塚観測室は昭

和 62(1987)年 3 月 26 日に大蔵省(現 財務省)にそれぞれ

引き継いだ． 

平成 20(2008)年 12 月には気象研究所から 196,908m2 の

所属替を受け，平成 23(2011)年には農林水産省横浜植物

防 疫 所 へ 51,000m2 の 所 管 替 を 行 い ， 敷 地 面 積 は

358,506m2となり現在に至っている．敷地の主な変遷を図

2.3.1 と図 2.3.2 に示す． 
 

(3) 筑波研究学園都市の建設 

 高層気象台の敷地と施設は筑波研究学園都市の建設に

より大きく変わった．そこで，本項では，「写真集 筑波

研究学園都市 建築の記録(筑波研究学園都市施設記録

写真集刊行委員会)」をもとに筑波研究学園都市建設計画

の概略について記す． 
筑波研究学園都市は，国の試験研究機関と大学を集団

的に移転して首都の過密防止に寄与するとともに，世界

的水準の研究拠点を形成して科学技術，学術研究及び高

等教育に対する時代の要請に応えることを目的として計

画された．昭和 35(1960)年のいわゆる所得倍増計画を基

調とする首都の改造計画から，政府は首都圏整備委員会

を中心に大学や官庁の集団移転を軸とした新都市建設の

方向で検討を開始し，同年大学分散計画試案，翌昭和

36(1961)年学園都市案を発表，同年 9 月の閣議で機能上

必ずしも東京都の既成市街地に置くことを要しない官庁 
の集団移転について，速やかに具体的方策を検討するこ

とを決定した．首都圏整備委員会では政府部内諸機関の

集団移転等の諸要請を一本化，研究学園都市建設の構想

は昭和 38(1963)年 9 月「研究学園都市の建設に関する問

題について」の中間報告として具体化された．政府は同

年 9 月，研究学園都市の建設地を，東京から 1 時間圏で

付近に土浦という都市があり，霞ケ浦の存在により水に

不足せず，さらに土地が平坦で地質が安定なつくば地区

に定めることと，その計画規模を決定し，用地の取得造



第 1 部 第 2 章 高層気象台の組織・機構等の沿革 

- 21 - 
 

  

 

図
2.

3.
1 

高
層

気
象

台
の

敷
地

と
建

物
の

配
置

の
変

遷
 

( a
)  
大

正
12

( 1
92

3)
年

頃
( 高

層
気

象
台

彙
報

第
1
巻

第
1
号

( 1
92

3)
の

附
図

2
よ

り
転

載
) ．

 

( b
)  
昭

和
48

( 1
97

3)
年

頃
( 高

層
気

象
台

50
年

誌
( 1

97
8)
よ

り
転

載
) ．

点
線

内
が

筑
波

研
究

学
園

都
市

内
の

気
象

庁
の

敷
地

で
，

こ
の

中
に

高
層

気
象

台
・

気
象

測
器

工
場

( 現
気

象
測

器
検

定
試

験
セ

ン
タ

ー
) ・

気
象

研
究

所
が

移
転

し
た

．
 



高層気象台彙報 特別号 高層気象台 100 年誌 2021 

- 22 - 
 

  

 
図 2.3.2 高層気象台の敷地と建物 

 令和 2(2020)年 11 月現在．赤線内が高層気象台の敷地． 
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成を日本住宅公団(現 (独)都市再生機構)に行わせるこ

とを閣議了解した．昭和 39(1964)年 12 月の閣議において

は，研究学園都市の建設は昭和 40 年度から着手し，おお

むね 10 年で完成することとされ，昭和 42(1967)年 9 月

の閣議において，移転予定機関は国の 36 機関のほか民

間研究機関，私立大学も考慮されることとなり順次移転

が進められた． 

日本住宅公団(現 (独)都市再生機構)は，昭和 40(1965)

年に新都市のマスタープランの作成を都市計画学会に，

用地買収に当たっての調査を茨城県及び地元町村に委託，

さらに昭和 41(1966)年に用地買収と土地造成に着手，同

年第 1 回の用地買収契約を締結した．さらに同年，都市

計画法により関係 6 町村全域が研究学園都市計画区域と

して決定されることとなった．研究教育機関を建設し，

これと一体的に整備建設される住宅及び公共公益施設等

の区域が研究学園地区であるが，高層気象台が保有する

敷地は赤塚・大角豆観測場を除いて同区域に含まれた． 

昭和 47(1972)年には建設する研究・教育機関等は 43 機

関とされ，気象庁においては高層気象台の他，気象測器

工場(現 気象測器検定試験センター)と気象研究所がそ

れにあてられた．これによる敷地の変遷は(2)で述べたと

おりである． 
 

(4) 施設 

創立期の施設は高層気象台創立 30 年の回顧と現況(高

層気象台：1950)に詳しく記載されている．ここでは筑波

研究学園都市建設以後の施設の変遷を記す． 
本節第 2 項で述べた敷地の変更に伴い，露場は昭和

48(1973)年庁舎の北西約 30m の地点に 100m 四方で整備

され，地面反射日射と地面放射(輻射収支)計もここに移

設された．昭和 48(1973)年度末のオイルショック等を経

て概成移転時期が延長されたが，高層気象台新庁舎は昭

和 49(1974)年建築工事契約を結んで着工，昭和 50(1975)

年 3 月に完成し，同年 4 月には気象測器工場(現 気象測

器検定試験センター)とともに移転・業務が開始された．

この時点で，高層気象台所管の建物として，本館(地下 1
階，地上 4 階建)，係留気球観測室，係留気球格納庫，実

験室，試験室，気球充填室，油庫，器材準備室，プロパ

ン置場，自動車車庫，が新設された．一方，旧庁舎・観

測室，宿舎等は昭和 50(1975)年に入って解体され，古い

建物としては昭和 23(1948)年築の大石記念館(待機室)と

大正 15(1926)年築の書庫のみが残された． 
その後，平成 4(1992)年からの本館屋根・内外壁改修工

事，平成 16(2004)年の本館耐震化などの数度の改修を実

施して現在に至っている．また，平成 8(1996)年 3 月には

計測震度計検定局舎(地震火山部所管)を，平成 23(2011)

年 6 月には風洞検査棟を，それぞれ高層気象台敷地内に

新設した． 
なお，新庁舎建設時残していた 2 棟についても，現在

は取り壊されている．大石記念館(待機室)については，平

成 19(2007)年 2 月，築 60 年を経過し，老朽化により危険

な状態となったことから，安全対策のため取り壊しを決

断，関東地方整備局筑波分室へ協力を依頼し解体工事が

行われた．その際，庁舎内の談話室に大石初代台長を記

念したコーナーを設置し，台長の写真やその功績を記し

たパネル，「陵霄漢」「友雲交風」の額を飾った．書庫は，

気象測器参考館として長年活用していたが，やはり老朽

化により平成 29(2017)年 3 月に取り壊した．気象測器参

考館に展示していた気象測器類は，同年 7 月に風洞検査

棟内の一室に開館した「気象測器歴史館」に移設した．

過去に使用していた高層気象観測用のゾンデ，凧，追跡

アンテナの他，気圧計，温度計，地震計等，様々な観測

機器が展示されている．同館の管理は気象測器検定試験

センターが行っており，予約制で一般の方々も見学でき

るようになっている． 

令和 2(2020)年現在の施設の配置を図 2.3.2 に示す． 
 

４．高層気象台庁舎入居組織 

 2.3(4)で記載のとおり，現在の高層気象台庁舎は昭和 
50(1975)年 3 月に完成，同年 4 月に高層気象台と気象測 

器工場(現 気象測器検定試験センター)が入居，業務を 
開始した．当時,庁舎内では 2 官署あわせて約 70 名が勤

務していた． 

 以降，平成 8(1996)年 7 月に行われた気象庁本庁の組織 
改正により，気象測器工場が廃止，気象測器検定試験セ 
ンターが設置されたが，入居する組織の数に変化はなか

った． 

 令和 2(2020)年 10 月に気象庁本庁の組織再編が行われ 
たときに，情報基盤部数値予報課に「数値予報モデル基

盤技術開発室」，「数値予報モデル技術開発室」，「地球シ

ステムモデル開発室」及び「データ同化技術開発推進官」

の 3 室 1 官の省令組織が設置された．同組織には組織改

正前の予報部数値予報課，地球環境・海洋部気候情報課，

海洋気象課海洋気象情報室及び環境気象管理官付の数値

予報モデル開発部門が集められ，総称「数値予報開発セ

ンター」として発足，奇しくも同年に創立 100 周年を迎

える高層気象台の庁舎内に設置されることになった． 

 令和元(2019)年から高層気象台，気象測器検定試験セ

ンター，組織再編前の予報部業務課及び数値予報課との

間で事務室等の配置の検討が行われた．令和 2(2020)年 1
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月から 3 月にかけて高層気象台の各課，気象測器検定試

験センターの事務室等の移転を行い，同年 10 月 3 日，4
日の 2 日間で数値予報開発センターの引っ越しが行われ，

翌 5 日から高層気象台庁舎で業務を開始した． 
数値予報開発センター入居前までは，高層気象台庁舎

には高層気象台と気象測器検定試験センターの職員約

40 名が勤務していたが，数値予報開発センター職員約 80
名が入居したことで，約 120 名の職員が勤務することに

なった． 

現在の事務室の位置は表 2.4.1 のとおりである． 
 

表 2.4.1 高層気象台庁舎の事務室の位置 

 令和 2(2020)年 2

月まで 

令和 2(2020)年 3

月から 

令和 2(2020)年

10 月 5 日から 

3 

階 

高層気象台観測

第二課 

高層気象台長室，

総務課，観測第二

課 

高 層気 象台長

室，総務課，観

測第二課 

2 

階 

高 層 気 象 台 長

室，総務課，気象

測器検定試験セ

ンター 

 数 値予 報開発

センター 

1 

階 

高層気象台観測

第一課 

高層気象台観測第

一課，気象測器検

定試験センター 

高 層気 象台観

測第一課，気象

測 器検 定試験

センター 

 

５．特記事項 
大石初代台長は高層気象台 30 年誌付録の長峰回顧録

(1950)に「大正 9(1920)年 11 月に建築工事がほぼ竣工し

たので，同年 12 月 4 日に，筑波郡長，谷田部警察署長，

小野川村長，九重村長，水戸測候所長等を招待して開台

式を行った．翌 5 日には一般公開を行い，参加者は約 2

万人で，門前には露店が 15 軒並んだ．翌大正 10(1921)年
5 月には全国の測候所長が一団となって来台した．」と残

している． 

 昭和 50(1975)年 12 月 2 日には，新庁舎落成式を建設

省筑波研究学園都市営繕本部長，谷田部町長，桜町長，

利根町長等を招待して開催した． 

昭和 51(1976)年 5 月 28 日，皇太子殿下が筑波研究学

園都市，研究施設をご視察のためお立ち寄りになった． 

 昭和 60(1985)年 4 月 24 日，天皇陛下が国際科学技術

博覧会 (科学万博―つくば ’85)及び研究機関をご視察の

ためご来県され，高層気象台もご視察された．ご視察後

の記者会見で，陛下からの高層気象台に関しての以下の

ご伝言が侍従により発表された：(i) 気球でゾンデを揚げ

るところは大変興味深かった，(ii) 高層気象観測技術の

発展が人類の生活に一層寄与することを望む，(iii) 天気

が急変したので，高層気象台には対応に苦労をかけた(岡
林：1985)．  
 平成 7(1995)年 8 月には，高層気象台創立 75 周年を記

念して，大正 15(1926)年に世界に先駆けてジェット気流

を観測・報告した偉業を称える銘板を，当時，測風経緯

儀を乗せた台座の上(本庁舎北側)に設置した．  
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